






１．実施計画策定の背景 

第２次世界大戦後の１９４８（昭和２３）年１２月１０日、国際連合は世界の諸国が

尊重すべき「人権」の内容を明確にした『世界人権宣言』を採択し、この日を「人権デ

ー」と定めたことで、以降、世界各地でさまざまな人権活動を推進するための諸行事が

行われてきました。 

また、２０１５（平成２７）年に開かれた国連総会において、２０３０（令和１２）

年までに国際社会が一丸となって達成すべき目標を採択しました。「我々の世界を変革す

る：持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」と題された計画文書の前文には、「誰

一人取り残さない」という言葉が謳
うた

われています。人権の保障が以前にも増して重要な

国際課題となっている現在、SDGs（エスディージーズ：持続可能な開発目標）によって

「すべての人々の人権を実現」するという目標が示されたことは、きわめて画期的なこ

とです。このような世界的な人権尊重の機運をさらに高めていくためには、ここで示さ

れた目標を達成するための具体的施策を実行することであり、私たち一人ひとりの理解

と行動にかかっていると言えます。 

日本国内においては、わが国固有の人権問題である部落差別（同和問題）を解決する

ため、１９６５（昭和４０）年の同和対策審議会答申をふまえ、１９６９（昭和４４）

年に制定された同和対策事業特別措置法の施行により、同和地区の環境改善をはじめ、

教育や就労などの格差解消に向けた施策が集中的に取り組まれました。その結果、生活

環境の改善をはじめとする物的な基盤整備はおおむね完了するなど着実に成果をあげ、

さまざまな面で存在していた格差は大きく改善されるとともに、法律の名称を変えつつ

残された課題の解決を図るため進められた特別措置は、２度にわたり延長された「地域

改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の失効によって終了し、

一般対策の中で取り組まれることとなりました。その後は、人権教育・啓発の重要性が

あらためて認識されるとともに、人権侵害救済のあり方などについて議論がなされるよ

うになりました。 

高度情報化社会の進展に伴う新たな人権侵害事象として、インターネットの匿名性を

悪用した差別書き込みや誹謗
ひ ぼ う

中傷、個人情報の暴露等が氾濫するなど、新たな社会問題

も発生してきました。このような状況の変化等を背景に、２０１６（平成２８）年に

は、人権三法と呼ばれる「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差

別解消法）」、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関す

る法律（ヘイトスピーチ解消法）」、「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消

推進法）」が施行され、個別の人権課題解消に向けた法整備が飛躍的に進みました。  

特に、部落差別解消推進法は、法律名に部落差別という言葉が入った初の恒久法であ

り、今日においてもなお部落差別が存在していることを認めるとともに、部落差別は許

されないものであることを明確にしました。これにより、相談体制の充実や教育・啓発
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の推進、部落差別の実態に係る調査の実施など、国及び地方公共団体の責務を明らかに

したうえで、それぞれが連携して具体的な施策を講ずるよう明記されました。 

法務省人権擁護機関による２０２３（令和５）年における「人権侵犯事件」への取り

組み状況によると、新規に救済手続開始を行った件数は減少傾向が続いていましたが、

２０２３（令和５）年に８，９６２件（前年７，８５９件）と増加に転じました。増加

の要因として、新型コロナウイルス感染症のいわゆる感染症法上の位置付けの変更など

により、人と人との接触の機会が増えていることなどの影響が考えられます。 

また、インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件の件数は２０２３（令

和５）年に１，８２４件（前年１，７２１件）、このうち、プライバシー侵害事案が５４

２件、識別情報の摘示事案が４３０件、名誉棄損事案が４１５件と全体の７８％を占め

ています。また、被害者からの申告に基づき人権擁護機関からプロバイダ等に削除要請

をした件数は、４４９件（前年５３３件）でした。 

本市が２０２０（令和２）年度に実施した「古賀市人権に関する市民意識調査」にお

いても、市民の関心度が最も高かった人権問題は「インターネット等による人権問題」

で５２.９％（前回３４.８％）でした。加えて、「インターネットに関することで、特に

人権問題であると思うこと」の設問では、「匿名性を悪用し、他人を中傷したり誤った情

報を掲載したりしていること」が８２.５％と最も回答の割合が高く、インターネットの

普及によって差別の形態が変化し、ネット社会における人権侵害が深刻化している状況

がうかがえます。 

このような人権に関する現状および実態を十分認識し、引き続き全庁的に人権施策を

推進していくため、本実施計画を策定しました。 

２．２０２３（令和５）年度の実施計画の評価について 

２０２３（令和５）年度においては、個別の人権問題を部落差別（同和問題）や女

性、障がい者など全１２項目に分類したうえで、それぞれの人権課題を解決していくこ

とを念頭に、全庁的に事業展開を図りました。 

その中で、部落差別（同和問題）の解決に向けた事業として計画していた、７月の同

和問題啓発強調月間に合わせた「同和問題を考える市民のつどい」や、１２月の人権尊

重週間中に開催する「いのち輝くまち☆こが２０２３」では、当日参加できなかった方

向けにアーカイブ配信を行うなど、一人でも多くの市民への人権教育および啓発につな

がるよう工夫して取り組みました。また、みんなの人権セミナーでは４年ぶりに人権フ

ィールドワークを実施し、ハンセン病問題について学びを深めることができました。

６月のプライド月間においては、性の多様性への理解を深め誰もが生きやすい社会に

つなげることを目的に、前年度に引き続き市役所庁舎にレインボーフラッグや横断幕等

を掲示するとともに、LGBTQなど性的マイノリティの当事者のメッセージを紹介する

「OUT IN JAPAN」を開催しました。また、誰もが大切なパートナーと共にその人らしく

2



人生を歩んでいけるよう、性的マイノリティのカップルや事実婚の関係にある人たちを

支援する取り組みとして、２０２１（令和３）年７月１日から性的マイノリティのカッ

プルや事実婚の当事者だけでなく、その子どもを含めた家族の関係を公的に証明する

「古賀市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度」の運用を行っています。市広

報紙や市ホームページ等で広く周知を図るともに、性的マイノリティに対する理解を促

進するための事業に取り組みました。 

子どもの人権を守る取組としては、他機関との連携を緊密にするなど、家庭・児童に

関する相談・支援体制を充実したことで、相談件数の増加及び早期発見・早期対応につ

なげることができました。また、コロナ禍を経て小学校区３校区で通学合宿を再開する

と共に、学童保育所との連携推進、各児童センターの特徴を生かした活動を実施する

等、子どもたちの居場所づくりを充実させることで、子どもたちの見守りや保護者の負

担軽減を図ることができました。２０２３（令和５年）１１月には米多比児童館と教育

支援センターの機能を集約した複合施設として、青柳児童センターを設置しました。 

乳幼児親子交流・支援事業については、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位

置づけが５類感染症に移行したことに伴い、利用者が大幅に増加し、乳幼児期に孤立し

がちな親子の交流の場所となりました。また、子育て世代包括支援センターでは、妊娠

期から子育て期にかけて、妊産婦と顔の見える信頼関係を築きながら、継続してきめ細

かな保健指導・相談支援を行うことにより、妊産婦に寄り添った伴走型支援を行うこと

ができました。 

高齢者の人権を守る取組としては、市内の小中学校での「認知症サポーター養成講

座」について、コロナ禍前の集団方式で実施することができ、延べサポーター数は昨年

度から１,０００人以上増え、１３，００３人まで拡大することができました。 

また、高齢者の虐待、権利擁護、介護（予防）、成年後見制度の利用支援などを担う

「地域包括支援センター」の社会福祉士、保健師、主任介護支援専門員等の専門職が中

心となって対応することで、高齢者やその家族が抱えるさまざまな悩み等の解決につな

げることができました。２０２１（令和３）年からは「地域包括支援センター」を中学

校区単位で市内３か所に設置し、医療や介護の専門職による高齢者の相談対応や支援の

充実を図っております。センターの役割や支援内容について広く市民に知ってもらうた

め、地域でのつどいの場や出前講座、民生委員会での周知などに取り組みました。ひき

こもりや８０５０問題等、複雑・多様化する課題や、コロナ禍の影響による経済的困窮

状態が継続している人に寄り添った相談支援を行ったほか、コミュニティソーシャルワ

ーカーを中学校区ごとに３名配置し、地域課題の把握、解決に向けた関係機関との連携

強化も図っています。 

障がい者の人権を守る取組としては、障がい者の雇用促進を図るため、引き続き就職

にむけた研修及び職場体験の機会を提供したことで事業所への就労につなげることがで
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きました。加えて、より良い就労支援ができるよう「支援者向けセミナー」を実施し、

障がい福祉サービス事業所職員等のスキルアップにつなげる機会も提供できました。さ

らに、来所や電話等で本人やご家族からの相談に応じ、関係機関と連携を図りながら相

談支援を実施しました。特に、２市１町（福津市・古賀市・新宮町）障がい者地域支援

ネットワーク協議会を定期開催し、情報や課題を共有して解決策を検討しています。

外国人の人権を守るための多文化共生推進事業として、対面とオンラインの両方で年

８７回の交流型日本語教室を開催しました。同教室のスタッフを地域の方が担うことで

外国籍住民との交流が促進され、日本語だけではなく異文化理解が図られました。 

また、関係者同士で顔の見える関係を構築し、協力連携していくために「古賀市多文

化共生推進協議会」を開催したり、外国籍市民等の実情にあわせて相談ができるよう、

LINEや Facebookなど SNSを活用した相談体制を充実させたりするなど、外国籍市民が

安心して暮らせるまちをめざすための事業に取り組みました。 

３．２０２４（令和６）年度の実施計画について 

２０２４（令和６）年度に実施する各事業については、１５ページ以降の「実施計画

シート」に記載された「事業の成果・評価・課題」を十分ふまえ、当初予算に基づい

て、「方向性」および「計画」を定めて実施することとしています。 

新型コロナウイルス感染症が２０２３（令和５）年５月に感染症法上５類へと移行

し、さまざまな事業が制約なく実施することが可能となりました。しかしながら、単純

に従来の方法へ戻すのではなく、コロナ禍で得た学びをいかして創意工夫を凝らしなが

ら実施していきます。 

また、２０２２（令和４）年に改定した「古賀市人権施策基本指針」を、本市におい

て取り組む人権施策の「憲法」と位置づけ、今後の人権施策を展開していきます。 
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４．古賀市人権施策体系表 

２０２４（令和６）年度の実施計画では、個別の人権問題を１２項目に分類しています。

これらの人権問題は、それぞれの人権問題に固有の課題があると同時に、深層で強く結び

ついています。そのため、人権施策を実施するに当たっては、それぞれ個々の課題解決の

みならず、一つの課題が他の課題と複雑に絡み合っているという認識のもとで、総合的か

つ全庁的に取り組む必要があります。 

こうしたことから、「古賀市人権施策体系表」を定め、体系的かつ計画的に人権施策を

推進していきます。 

項番 個別の人権問題の分類 

１ 部落差別（同和問題） 

２ 女性の人権問題 

３ 子どもの人権問題 

４ 高齢者の人権問題 

５ 障がい者の人権問題 

６ 外国人の人権問題 

７ 感染症患者等に関する人権問題 

８ インターネットによる人権問題

９ 犯罪被害者等に関する人権問題 

１０ 災害に伴う人権問題 

１１ 性的指向及び性自認（SOGI）に関する人権問題 

１２ さまざまな人権問題 
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